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基本戦略３<差し替え>

① ④ ⑥ ⑦ ⑧

本事業前
の実績値

過年度 実績額

後年度 予算額

２６年度 0 指標①

指標②

２７年度 0 指標③

H28年度 0 指標① -

H29年度 0 指標① -

２６年度 0 指標①

指標②

２７年度 0 指標③

H28年度 - 指標① -

H29年度 967,000 指標① 婚姻届出数 100 件 H30.3

２６年度 1,411,460 指標①
妊婦一般検診交通費
補助金対象者補助率

100 ％ H28.3 100 100

指標②

２７年度 1,419,120 指標③

H28年度 12,130,000 指標①
妊婦一般検診等補助
金対象者補助率

100 ％ H29.3

H29年度 12,318,000 指標①
妊婦一般検診等補助
金対象者補助率

100 ％ H30.3

２６年度 0 指標①

指標②

２７年度 0 指標③

H28年度 650,000 指標①
検診等補助金対象者
補助率

100 ％ H29.3

H29年度 650,000 指標①
検診等補助金対象者
補助率

100 ％ H30.3

２６年度 1,710,000 指標① 常勤医師数 10 人 H28.3 6 10

指標②

２７年度 1,186,000 指標③

H28年度 8,787,000 指標① 常勤医師数 10 人 H29.3

H29年度 2,375,000 指標① 常勤医師数 10 人 H30.3

２６年度 126,198 指標①
エンゼルサポート120事

業対象者補助率
100 ％ H28.3 100 100

指標②

２７年度 61,000 指標③

H28年度 121,000 指標①
エンゼルサポート120事
業対象者補助率

100 ％ H29.3

H29年度 124,000 指標①
エンゼルサポート120事
業対象者補助率

100 ％ H30.3

２６年度 4,480,100 指標① 保育料利用負担軽減者数 20 名 H28.3 26 33

指標②

２７年度 7,117,300 指標③

H28年度 16,099,000 指標① 保育料利用負担軽減者数 50 名 H29.3

H29年度 17,832,000 指標① 保育料利用負担軽減者数 50 名 Ｈ30.3

２６年度 3,498,941 指標① 利用者延べ人数 9,000 名 H28.3 10,834 8,485

指標②

２７年度 3,646,428 指標③

H28年度 4,250,000 指標① 利用者延べ人数 8,000 名 H29.3

H29年度 4,407,000 指標① 利用者延べ人数 8,000 名 Ｈ30.3

臨時職員賃金　　2,249,937円
需用費　　　　　　　 441,133円
償還金　　　　　　 　406,000円
共済費　　　　　　　 344,072円
役務費　　　　　　　 111,121円
報償費　　　　　　　　86,400円
委託料　　　　　　　　  7,765円

4,040組　(親3,785名　　子4,700名) 事業の継続

子育て支援には必要な施設
であり、リピーターが増える
ような魅力ある行事等を考
えて行くことが大事である

9 地域子育て支援センター事業
乳幼児の保育に関する相談に応じ、必要な
情報の提供及び助言を行うとともに、子育
てサークルへの支援等を行う。

地方創生に相当
程度効果があっ
た

少子化の影響等で利用者数は減っているものの、
センターの各種行事や育児相談、利用者が必要な
情報の提供及び助言を行うことで、地域の子育て
支援センターとしての役割は果たせた。

民間保育園利用者補助金　7,117,300円 保護者33名(33世帯)
総合戦略のKPI達
成に有効であっ
た

子育ての環境整備を推
進して欲しい。

追加等更に
発展させる

町内全ての保育所において
も多子軽減を実施し子育て
支援を進める

8 子育て支援対策事業

０歳児から２歳児までの民間保育所利用者
に対し、保育料(町立保育所との差額分)を
支援。また、平成２８年度から更に多子軽
減も実施し支援の拡大を行う。

地方創生に非常
に効果的であっ
た

民間保育所に通所している低年齢児(0～2歳児)の
保護者に対し、保育料の負担軽減のため助成した
ことにより子育て支援対策の充実が図られた。

エンゼルサポート120事業用消耗品：51,030円

補助対象者のうち申請があったものについて１０
０％補助を実施。
補助件数 137件／補助対象申請数 137件
（事務局補足）
補助対象者は乳幼児を持つ世帯のため、対象者
の数を指標にするのは困難。（年度途中に出産、
乳幼児世帯の転入・転出などによって増減する。）
そのため、対象者となった人には、助成を受け忘
れたなどないようにサポートしていくことから、指標
を「エンゼルサポート120事業対象者補助率」としま
した。

補助率（％）では100が当
然なので指標には適さな
いと思われる。「対象者
数」にしてはどうだろう
か。

事業の継続

7 エンゼルサポート１２０事業

乳幼児を扶養している子育て世帯の保護
者に対して、美幌町指定ごみ袋を支給する
ことにより、世帯の経済的負担を軽減し、子
育てを支援

地方創生に効果
があった

乳幼児を扶養している子育て世帯の保護者に対し
て、美幌町指定ごみ袋を支給することにより、世帯
の経済的負担を軽減し、子育てを支援

医師募集広告掲載料160千円
医師募集サイト広告掲載料1,026千円

事業の継続

6 医師確保対策事業
　民間の医師紹介サイト等を活用すること
で常勤医師の招聘を行い、医療の充実を
図る。

地方創生に非常
に効果的であっ
た

　常勤医師１０名体制は過去最大数であり、整形
外科の再開及び新たに泌尿器科の開設を行った。

5 産後１ヶ月健康診査補助事業

母子の心身の健康の保持及び対象となる
家庭の経済的負担の軽減のため、産後1箇
月健康診査を受診するための費用及び受
診に要する交通費を助成（5,000円）

プレママサポート14交通費補助金：1,419,120円

補助対象者のうち申請があったものについて１０
０％補助を実施。
補助件数 128件／補助対象申請数 128件
（事務局補足）
補助対象者は妊婦さんのため、対象者の数を指標
に定めるのは困難。（年度途中に対象者となったり
転出・転入によっても増減する。）そのため、対象
者となった人には、助成を受け忘れたなどないよう
にサポートしていくことから、指標を「妊婦一般検診
交通費補助金対象者補助率」としました。

補助率（％）では100が当
然なので指標には適さな
いと思われる。「対象者
数」にしてはどうだろう
か。

追加等更に
発展させる

新年度、出産に係る交通費
補助を加える。

4 妊婦一般健康診査費等補助事業

妊産婦の心身の健康の保持及び家庭の経
済的負担の軽減を目的に、妊娠に係る健
康診査及び出産のため町外の医療機関に
通院する交通費を助成（1,080円/1回、15回
を上限）

地方創生に効果
があった

出産に係る費用を助成することにより、妊産婦家
庭の経済的負担を軽減し、子育て支援が図られ
た。

2 ピンクの婚姻届事業

婚姻届を出すカップルに、ちょっとかわいい
ピンク色の婚姻届を美幌町産材で作られた
木製フォルダに入れてお渡しする。また
サービスで写真撮影を行い、町産材利用促
進や美幌町を応援してもらうことを目的とし
ている。

事業の評価
外部有識者からの意

見
今後の方

針
今後の方針の理由

1 婚活総合支援プロジェクト

 結婚を望む未婚者向けに、マナー講座や
 結婚への意識醸成に向けた取組を実施す
 るとともに、民間の活動への支援やホーム
 ページでの情報発信などを推進する。
結婚に関する情報やセミナーなど意識醸成
に向けた取組やきっかけづくりへのサポー
トを行う。

指標値に対するH27実績値の内容

外部有識者からの評価
実績値を踏まえた事業の今後につい

て

指標 指標値 単位 目標年月 Ｈ２６実績値 実績値 事業効果

事業内容

実績額
予算額

本事業における重要業績評価指標（KPI） 本事業終了後における実績値 事業効果（⑤）の評価理由（具体的に）
※実績値が指標値を下回っている事業につい
てはその理由（原因）等についても記載願いま

す

事業費総額（①）の内訳
※「○○委託料：○○円」等の内訳を記載願い

ます

美幌版総合戦略に係る事業実施結果報告

（各事業における実績額及び事業効果等）

No

② ③ ⑤ ⑨ ⑩

対象事業の名称



① ④ ⑥ ⑦ ⑧

本事業前
の実績値

過年度 実績額

後年度 予算額

事業の評価
外部有識者からの意

見
今後の方

針
今後の方針の理由

指標値に対するH27実績値の内容

外部有識者からの評価
実績値を踏まえた事業の今後につい

て

指標 指標値 単位 目標年月 Ｈ２６実績値 実績値 事業効果

事業内容

実績額
予算額

本事業における重要業績評価指標（KPI） 本事業終了後における実績値 事業効果（⑤）の評価理由（具体的に）
※実績値が指標値を下回っている事業につい
てはその理由（原因）等についても記載願いま

す

事業費総額（①）の内訳
※「○○委託料：○○円」等の内訳を記載願い

ます
No

② ③ ⑤ ⑨ ⑩

対象事業の名称

２６年度 1,657,842 指標① 一時預かり利用日数 300 日 H28.3 250 299

指標②

２７年度 2,309,579 指標③

H28年度 2,961,000 指標① 一時預かり利用日数 350 日 H29.3

H29年度 3,074,000 指標① 一時預かり利用日数 350 日 Ｈ30.3

２６年度 29,754,964 指標① 学童保育所利用者数 150 名 H28.3 149 148

指標②

２７年度 29,487,241 指標③

H28年度 34,265,000 指標① 学童保育所利用者数 140 名 H29.3

H29年度 32,339,000 指標① 学童保育所利用者数 140 名 Ｈ30.3

２６年度 0 指標① 商品券利用率 95 ％ H28.3 99.2

指標②

２７年度 7,889,211 指標③

H28年度 2,250,000 指標① 商品券利用率 95 ％ Ｈ29.3

H29年度 3,000,000 指標① 商品券利用率 95 ％ Ｈ30.3

２６年度 0 指標① 商品券利用率 95 ％ H28.3 － 94.2

指標②

２７年度 9,866,892 指標③

２６年度 0 指標① 補助対象者数 100 人 H28.3 － 3

指標②

２７年度 29,600 指標③

H28年度 200,000 指標① 補助対象者数 20 人 H29.3

H29年度 200,000 指標① 補助対象者数 20 人 H30.3

２６年度 24,978,898 指標①
乳幼児医療費受給者

数
（医療証の受給者数）

1,000 人 H28.3 955 897

指標②

２７年度 24,886,968 指標③

H28年度 31,553,000 指標①
乳幼児医療費受給者数

（医療証の受給者数）
869 人 H29.3

H29年度 26,811,000 指標①
乳幼児医療費受給者数

（医療証の受給者数）
811 人 H30.3

H27  消耗品費　　　　   69,168円
        印刷製本費　　 　 60,912円
        扶助費　　　  24,756,888円
H26  消耗品費           53,226円
　　　　印刷製本費       74,836円
　　　　扶助費　　 　24,850,836円

KPIについて、「受給者」
は医療費の受給者か医
療証の受給者なのか。
医療費であれば目標よ
り少ない方が望ましく、
医療証であれば多い方
が望ましい。どちらか。

事業の継続

乳幼児の保健福祉向上及
び子育て世帯の経済的支援
を長期的に要望する住民意
向があるため

周知のためのポスター
製作・配布などの取組を
すべきだと考える。

事業の継続

依存症対策は本人の強い
意志と支援が効果的に実施
されることが必要であり、長
期間にわたる取り組みを要
する。
補助申請者は増加してきて
いることから、あらゆる機会
を通じて喫煙がもたらす健
康被害や禁煙についての啓
発を継続して行う。
（取組内容予定）
・幼稚園、保育所等の子育
て支援機関、図書館、社会
教育施設でのポスター掲示
やチラシ配布はもとより、妊
娠届出時、乳幼児健診、妊
婦教室や両親学級、特定健
診、がん検診時での周知
・健康教育、地域での講話、
町のイベント会場において
周知
・町内小学校６年生を対象と
するたばこの健康教育の実
施
・町内民間事業所訪問によ
る周知など実施しているが、
今後も機会を捉えさらに周
知徹底していく。

15 乳幼児等医療費助成制度

乳幼児等の医療費に対し、保険制度が７割
（８割）・北海道が１割（２割）・美幌町が０．５
割を負担し、保健の向上と福祉の増進及び
子育て世帯への経済的支援を行う。

地方創生に効果
があった

下回った理由については次のとおり
「少子化の進展にともなう受給者数の減少」

予定通り事
業終了

14 子育て世帯禁煙サポート補助事業

禁煙の取組を促し、たばこの害から治療者
本人及び同居する子どもの健康を守るた
め、子育て世帯の喫煙者に対し、禁煙治療
に要する費用の一部を補助

地方創生に効果
があった

子育て世帯の喫煙者へ禁煙を促し、治療者本人と
家族の受動喫煙による健康被害を防いだ。また、
母子手帳交付時に喫煙の影響と補助事業の説明
などにより禁煙への動機付けと啓発が図られた。
（実績値が指標値を下回った理由）
・補助対象となる若い世代は健康に対する関心が
低く、習慣的な喫煙者の多くは依存症であり、禁煙
の動機付けが難しい。禁煙促進には地域全体とし
て禁煙意識の醸成が必要であり、長期的な取り組
みが必要。

子育て世代禁煙サポート補助金：29,600円

事業の継続
商店街の活性化により、商
工業者の所得向上が図られ
るため。

13 多子世帯支援対策事業

多子世帯の子育て費用の負担軽減を図る
ため、18歳以下の第3子がいる世帯に対し
て、町内の飲食店、小売店で使用できる商
品券を第3子以降、1人あたり3万円分を配
付

地方創生に効果
があった

町内商店の利用を促すため、プレミアム商品券を
発行。
94.2％の利用率であったものの消費喚起及び多子
世帯への支援が図られた。

子育て応援商品券交付事業補助金：　9,690,000円
子育て応援商品券交付事業事務委託料 ： 89,588
円
消耗品　5,399円
通信運搬費　81,905円

地方創生に非常
に効果的であっ
た

町内商店の利用を促すため、プレミアム商品券を
発行。
99.2％の利用率からも、十分な消費喚起及び子育
て世帯等への支援が図られた。

子育て世帯等応援事業補助金 ：7,364,548円
子育て世帯等応援事業事務委託料 ： 524,663円

総合戦略のKPI達
成に有効であっ
た

財源の関係はあるが、
好評であった多子世帯
への支援をいれてはどう
か。全体のバランスを見
て考えていただきたい。

総合戦略のKPI達
成に有効であっ
た

12
子育て世帯・若年者支援対策事業
↓
子育て世帯応援事業

①高校生以下の子どもを養育している方
　プレミアム率55%の商品券5,500円（スマッ
ピーカードチャージ額10,000円）×743セット
②18歳以上30歳未満の若者
　プレミアム率55%の商品券5,500円（スマッ
ピーカードチャージ額10,000円）×157セット
↓
高校生以下の子どもを養育している世帯に
対し、プレミアム率50％の商品券を発行。
（スマッピーカードチャージ額10,000円で
5,000円分の商品券）

利用率99.1%
〈事業名〉び
ほろ消費拡
大セール事

業

臨時・嘱託賃金　23,374,498円
共済費　　　　　　　3,346,873円
需用費　　　　　　　2,334,425円
役務費　　　　　　　　304,514円
委託料　　　　　　　　119,431円
旅費　　　　　　　　　　　7,500円

美幌小学校　　65名
東陽小学校　　56名
旭小学校　　　 27名

事業の継続
今後も小1の壁や待機児童
をつくらないことが大事であ
る

11 放課後児童健全育成事業

保護者が昼間就労・留守などにより保育が
出来ない小学生の児童を対象に、適正な
遊び場及び生活の場を与え、児童の健全
育成と福祉増進を図る。

地方創生に相当
程度効果があっ
た

保護者が昼間就労・留守などにより保育が出来な
い小学生の児童の健全育成と福祉増進を図られ
た。

臨時職員賃金　　　2,309,579円
利用児  3歳児未満　　290.5日
　　　　   3歳児　　　　　　1.0日
　　　　   4歳児以上　　　7.5日

26年度の実績が250人
だったにも関わらず、27
年度の目標が200人と低
く設定されたのは何故
か。

事業の継続

子育て支援には必要な事業
であり、緊急的なセーフ
ティーネットとしての役割を
担う必要がある

10 一時預かり事業

保護者や家族の病気、不定期に仕事をす
るなど、家庭での保育が困難になったとき
に、満１歳児以上就学前までの子を一時的
に預かる。

地方創生に非常
に効果的であっ
た

保護者の就労形態の多様化に伴う一時的な保育
又は保護者の疾病や家族の疾病による付き添い
等緊急時の一時的な保育のため、一時預かり事業
を行うことにより、児童の福祉の向上が図られた。


